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●道内経済の動き�

●道内企業の経営動向 （平成20年4～6月期実績、平成20年7～9月期見通し）�

●地域資源を活用した中小企業による売れる新商品の開発�
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最近の道内景気は、弱めの動きとなっている。

需要面をみると、公共投資は、国および地方自治体の財政面での制約から減少している。

個人消費は、食品など生活必需品の値上がりにより家計防衛意識が強まっていることから弱

めの動きとなっている。設備投資は、大手製造業の能力増強投資を中心に堅調に推移してい

る。住宅投資は、月毎にばらつきはあるものの、需要の弱さから減少傾向にある。

生産活動は概ね横ばいである。また、雇用情勢は有効求人倍率が低下するなどやや弱い動

きとなっている。企業倒産は、小型倒産が多く件数は増加したが、負債総額は減少している。
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①個人消費～弱い動き

５月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比▲４．６％）は、百貨店、スーパーとも

に前年を下回った。

百貨店（前年比▲５．１％）は、衣料品や身

の回り品などが減少し、１１ヶ月連続で前年を

下回った。スーパー（同▲４．４％）は、飲食

料品はほぼ横ばいであったが衣料品や身の回

り品などが大きく減少し、１１ヶ月連続で前年

を下回った。

コンビニエンスストア（同＋８．５％）は、

「タスポ」導入の影響もあり、１０ヶ月振りで

前年を上回った。

②住宅投資～分譲が大きく増加

５月の新設住宅着工戸数は、４，０２７戸（前

年比＋２０．８％）と２ヶ月振りに前年を上回っ

た。利用関係別では、持家（同▲８．８％）は

前年を下回ったが、分譲（同＋９４．８％）と貸

家（同＋２９．３％）が前年を上回った。

１～５月の着工戸数累計では、１４，６９２戸

（前年同期比▲６．９％）となり、前年を下回っ

た。分譲（同＋１０．５％）は前年を上回ったが、

持ち家（同▲４．５％）と貸家（同▲１３．３％）

は下回った。

道内経済の動き

― １ ―
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③鉱工業生産～生産は概ね横ばい

５月の鉱工業指数は、前年に比べ生産で

は、輸送機械工業や非鉄金属工業などが上昇

したものの、一般機械工業などが低下した。

前月比では▲０．６％と３ヶ月連続で低下

し、前年比では▲０．４％と２ヶ月振りに低下

した。

④公共投資～低調に推移

５月の公共工事請負金額は、７４８億円（前

年比▲１０．７％）と４ヶ月連続で減少した。

発注者別では、国（前年比＋１７．０％）は増

加したが、市町村（同▲１７．２％）、道（同

▲４１．０％）が減少した。

１～５月までの累計では請負金額３，１８２億

円（前年同期比▲１３．３％）と減少基調が続い

ている。

⑤雇用情勢～やや弱い動き

５月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．４３倍となり、前月比では０．０３ポイントの

低下、前年比では０．０５ポイントの低下となっ

た。

また、新規求人数は、前年比▲１５．０％と３

ヶ月連続で前年を下回った。業種別では卸売

・小売業（同▲１７．７％）、建設業（同▲

２３．７％）などのほか、人員不足感の強かった

医療・福祉（同▲１０．７％）も前年を下回っ

た。

道内経済の動き

― ２ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１４５／本文／００１～００３　道内経済の動き  2008.07.16 13.49.39  Page 



航空機� ＪＲ� フェリー� 前年対比（右目盛）�

千人� ％�

507/5 43208/112111076 8 9

2,000
1,800
1,600
1,400
1,200
1,000
800
600
400
200
0

10

8

6
4

2

0

-2
-4

-6

-8

-10

来道客数
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⑥来道客数～４ヶ月ぶりに前年を上回る

５月の来道客数は、１，０２７千人（前年比＋

０．２％）と道央圏への入込が堅調で、４ヶ月

振りで前年を上回った。

１～５月の累計来道客数は、４，５７７千人

（前年同期比▲１．１％）と前年を下回ってい

る。

⑦貿易動向～輸出・輸入ともに増加

５月の道内貿易額は、輸出が前年比１８．４％

増の３５１億円、輸入が同５６．３％増の１，７９３億円

となった。

輸出は、自動車の部分品や鉄鋼などが増加

し、７ヶ月連続で前年を上回った。

輸入は、単価の上昇が続く原油・粗油や魚

介類などが増加し、９ヶ月連続で前年を上回

った。

⑧倒産動向～件数は増加、負債総額は減少

６月の企業倒産は、件数は５３件（前年比＋

３．９％）と前年を上回ったが、負債総額は９２

億円（同▲２６．９％）と減少した。

業種別では、公共工事削減や原材料価格の

上昇の影響を受けている建設業が２６件と最も

多く、続いて、卸売業（９件）、製造業、サ

ービス業・他（各５件）となった。

道内経済の動き

― ３ ―
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＜図表1＞業況の推移�
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１．平成２０年４～６月期実績

前期に比べ、売上DI（△１７）は１ポ

イント、利益DI（△２８）は１１ポイント

それぞれ上昇した。利益DIは低水準な

がら、６期ぶりに持ち直した。

２．平成２０年７～９月期見通し

売上DI（△１０）は７ポイント、利益

DI（△２２）は６ポイントそれぞれ上昇

が見込まれる。低水準に変わりないもの

の、業況の厳しさは幾分和らぐ見通しで

ある。

定例調査

利益DI、低水準ながら持ち直す
第２９回道内企業の経営動向調査

公共投資の減少 原油価格の高騰

鳥インフルエンザH１３．９
アメリカ同時
多発テロ

H１７．７
知床世界自然
遺産登録

旭山動物園
ブーム

― ４ ―― ４ ―
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調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業取引先の経営動向
把握。
調査方法
調査票を配布し、郵送により直接回収。
調査内容
第２９回定例調査
（２０年４～６月期実績、２０年７～９月期見通し）
判断時点
平成２０年６月下旬
本文中の略称
� 増加（好転）企業

前年同期に比べ良いとみる企業
� 不変企業

前年同期に比べ変わらないとみる企業
� 減少（悪化）企業

前年同期に比べ悪いとみる企業
� ＤＩ

「増加企業の割合」－「減少企業の割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

〈図表２〉業種別の要点

要 点

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ

２０年
１～３ ４～６ ７～９

見通し

２０年
１～３ ４～６ ７～９

見通し

全産業 製造業が持ち直す △１８ △１７ △１０ △３９ △２８ △２２

製造業 食料品製造業が下支え △１５ △１０ △２ △３６ △２１ △１２

食料品 水産加工品、土産物品が好調 １９ １０ ３ △１０ １０ ０

木材・木製品 住宅着工減少が響く △５８ △６５ △４５ △６４ △６５ △５０

鉄鋼・金属製品・機械 技術力の高い企業は堅調 △３３ △９ ２１ △５５ △１５ ９

非製造業 建設業の不振続く △１９ △２０ △１３ △４０ △３１ △２５

建設業 公共工事、住宅建設の減少で低水準 △３３ △４６ △２１ △４９ △４９ △２７

卸売業 住宅建設の減少で資材、照明器具、空
調器具などの扱い業者が不振 △８ △８ △６ △２４ △２３ △１８

小売業 価格転嫁は不十分で利益は低水準 ６ ５ ２ △３４ △２６ △３４

運輸業 燃料費上昇で利益確保厳しい △２６ △３ ９ △４５ △２７ △１５

ホテル・旅館業 道南方面で競争激化 △８２ △３９ △５０ △６５ △１８ △３５

企業数 構成比 地 域
全 道 ４４８ １００．０％
札幌市 １５２ ３３．９ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各支庁、空知支庁南部道 央 １０４ ２３．２
道 南 ４１ ９．２ 渡島・檜山の各支庁
道 北 ５９ １３．２ 上川・留萌・宗谷の各支庁、空知支庁北部
道 東 ９２ ２０．５ 釧路・十勝・根室・網走の各支庁

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ８００ ４４８ ５６．０％
製 造 業 ２２０ １２４ ５６．４
食 料 品 ７５ ４０ ５３．３
木 材 ・ 木 製 品 ３５ ２０ ５７．１
鉄鋼・金属製品・機械 ５０ ３３ ６６．０
そ の 他 の 製 造 業 ６０ ３１ ５１．７
非 製 造 業 ５８０ ３２４ ５５．９
建 設 業 １８０ １１１ ６１．７
卸 売 業 １００ ６２ ６２．０
小 売 業 １２０ ６５ ５４．２
運 輸 業 ７０ ３３ ４７．１
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３０ １８ ６０．０
その他の非製造業 ８０ ３５ ４３．８

調 査 要 項

定例調査

― ５ ―― ５ ―
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〈図表１０〉当面する問題点（上位５項目）の要点

項目 前期比 要点

�原材料価格上昇（７３％） ＋７ ４期連続で上昇し、７割を超える。特に製造業で９割。

�売上不振（５１％） △３ 全業種でウエイト高い。

�過当競争（４６％） △３ 製造業（１９％）では比較的小さいが、非製造業（５６％）では大。

�諸経費の増加（４４％） ＋５ 原油価格高騰の影響が強まる。

�販売価格低下（２５％） △３ ホテル・旅館業（５０％）、建設業（４７％）でウエイト大。

当面する問題点の推移（複数回答）
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館

その他の
非製造業

�原材料価格上昇
①
７３
（６６）

①
９０
（８７）

①
８８
（８６）

①
８３
（７６）

①
９７
（９１）

①
９０
（９１）

①
６７
（５８）

③
６７
（５４）

①
６９
（６７）

①
５９
（５９）

①
８２
（６２）

①
７８
（７７）

①
６０
（４３）

�売上不振
②
５１
（５４）

③
３８
（４５）

③
３０
（３３）

②
６１
（７２）

③
３０
（４２）

③
４２
（４３）

②
５６
（５８）

②
６９
（７３）

②
５３
（５６）

③
５２
（５０）

③
４２
（４１）

③
５０
（７１）

③
４０
（３９）

�過当競争
③
４６
（４９）

１９
（２５）

１０
（１９）

１１
（１６）

２４
（２１）

２９
（４３）

②
５６
（５８）

①
７７
（７７）

３９
（４２）

①
５９
（５８）

３６
（４１）

②
５６
（５９）

３４
（４３）

�諸経費の増加 ４４
（３９）

②
５９
（４９）

②
７５
（６２）

③
５０
（２８）

②
５５
（４６）

②
４８
（５１）

３９
（３５）

２４
（２３）

③
４６
（４１）

４４
（３１）

②
５８
（６２）

３９
（４７）

②
４６
（４１）

�販売価格低下 ２５
（２８）

２０
（２２）

１３
（１２）

２２
（２８）

１５
（２４）

３２
（２９）

２６
（３０）

４７
（３９）

１６
（２２）

１１
（３１）

３
（１５）

③
５０
（４７）

１７
（２５）

�人件費増加 １４
（１５）

９
（１３）

－
（１２）

－
（４）

１５
（１５）

１９
（２０）

１６
（１５）

１４
（１４）

１６
（１４）

２０
（１７）

３
（９）

６
（６）

２９
（２５）

�価格引き下げ要請 １３
（１６）

９
（１０）

－
（－）

１７
（１２）

１５
（１８）

１０
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２６
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３
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６
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－
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（－）

３
（３）

－
（６）

－
（２）

〈図表１２〉地域別業況の推移

項

目

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ 設 備 投 資 （％）

１９年
７～９１０～１２

２０年
１～３４～６７～９

見通し

１９年
７～９１０～１２

２０年
１～３４～６７～９

見通し

１９年
７～９１０～１２

２０年
１～３４～６７～９

見通し

全 道 △１７ △２１ △１８ △１７ △１０ △２３ △２９ △３９ △２８ △２２ ３２ ２６ ２１ ２８ ２２（２４）

札幌市 △１３ △２５ △２４ △１２ △５ △２４ △３０ △４４ △３３ △２４ ３７ ３２ ２５ ２８ ２９（１８）

道 央 △２４ △１０ △６ △１０ △７ △２２ △３３ △３３ △１９ △１２ ３１ ２７ １９ ３１ ２３（２３）

道 南 △３５ △３６ △３１ △２７ △１７ △３８ △２９ △６０ △２９ △２９ ２６ ２９ １５ ３０ １０（３３）

道 北 △５ △１１ △１２ △７ △２ △１０ △１７ △３１ △２２ △１３ ３６ ２７ ２５ ２６ １７（３１）

道 東 △１９ △２７ △２３ △３７ △２２ △２４ △３０ △３３ △３４ △３１ ２１ １４ １９ ２６ １９（２４）

（ ）内は設備投資未定企業

〈図表１１〉当面する問題点（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査

定例調査

― １１ ―― １１ ―
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今回の調査では、道内企業の売り上げはほぼ横ばいとなりましたが、利益は幾分持ち直し

ました。一部で販売価格への転嫁が進んでいることが、その要因と思われます。しかしなが

ら、原材料価格の上昇に歯止めがかかっておらず、諸経費も徐々に嵩んできていることか

ら、収益面は依然として厳しい状況にあります。このような中で、優れた技術を有する企業

や環境に配慮している企業、また社員教育に熱心な企業は堅調に推移しています。

以下に企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

＜食肉加工業＞ 食材の値上がりで得意先の
外食産業の落ち込みが大きく、売上が減少し
ている。また毎日、価格改定に時間をかけて
いるが追いつかない。

＜水産加工業＞ 国産品が見直され、多忙で
ある。この傾向は、外国産の安全性が確認さ
れ消費者の信頼が得られるまでしばらく続
く。当社にとっては追い風である。

＜製粉業＞ 原料の外国産麦の価格が大幅に
値上がりしたが、いち早く価格転嫁した。今
後も原料の高騰、諸材料の値上がりなど厳し
い環境になるが、再値上げや企業努力で収益
を確保する。

＜かまぼこ製造業＞ すべての仕入価格が上
昇し、年に数回の値上げをしなければならな
い異常な状況である。良質なものは全て高値
で取引される。

＜鋳物製造業＞ 諸材料仕入価格の大幅な値
上げに対し価格転嫁できたのは僅かで、値上
げ交渉を続行中である。鉄類、原油関係等の
値上がりは、民間一社での対応は限界で、国
で対策を講じてほしい。

＜鋳物製造業＞ 受注先を本州方面にシフト
したため、売上は予定通りであるが利益は厳
しい。毎月のように仕入資材が高騰している
現状では対策がない。

＜精密機械製造業＞ 得意先の自動車、工作
機械業界の安定した需要と新規受注などから
増収を見込むものの、原油高を主因とする原
材料価格の上昇により、粗利益は昨年並みを
予定している。

＜住宅分譲業＞ 主力の分譲マンションの販
売は前年並みであるが、戸建住宅は減少して
いる。原材料価格の上昇を販売価格に転嫁す
ると売れ行きに響くため収益は低下する。

＜マンション分譲業＞ 業界全体の在庫が増
加している。計画中の物件も資材価格高騰に
伴い建築費がアップしているため、立地や住
環境に優れた魅力をアピールする。

＜賃貸住宅建築業＞ 改正建築基準法の影響
により確認申請期間の長期化、サブプライム
ローン問題によるファンドの撤退、鋼材価格
高騰で建設業界は厳しい。しかし今後、住宅
政策の「２００年住宅」「既存建物の長寿命化と
断熱改修」などが本格化することは、当社独
自の外断熱工法にとって追い風となる。

経営のポイント

堅調に推移する環境配慮型企業
〈企業の生の声〉

― １２ ―
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＜内装工事業＞ 新築物件が減少しているこ
とから、既存建物のリニューアル工事にシフ
トしたい。異業種のオーナーとコミュニケー
ションを図り、建物資産の付加価値を高める
提案をしたい。

＜管工事業＞ 学校等の耐震、改修が進めら
れることから、今後も官庁工事に携わってい
く。

＜型枠工事業＞ 建築基準法の改正による民
間工事の発注減、また公共工事減で売上、利
益ともに大きく減少する。しかも原材料価格
の上昇および諸経費の増大で厳しい状況が続
く。

＜電気工事業＞ 受注量は順調であるが、受
注価格は異常に低下している。昨年６月の建
築基準法改正以降、建築着工件数が大幅に減
少したため来年前半までは過当競争が続く。

＜建設コンサルタント＞ 公共事業に依存し
ており売上が減少している中で、特色・得意
分野をアピールして受注に結びつけたい。①
急傾斜地対策、②土石流などの災害対策、③
注目されている環境保全と防災対策の両立、
などの研究成果を活かし積極的に営業する。

＜電材卸売＞ 建設業界の低迷は、電材卸業
にも当然影響が大きい。安全面から電化住宅
の着工率は５０％近くまで上昇しているため、
取扱商品の電化住宅用機器の市場占有率アッ
プを狙う。

＜電材卸売＞ 売上・利益とも減少の一途を
辿っている。建築業者の倒産が続いているた
め、得意先の電気工事店は負債を背負い苦し
い業況にあり、不安である。

＜工業用消耗品卸売＞ 粗利益率が低下（仕
入価格上昇、取引先からの値引き要請）して
いる。今後は与信管理の徹底と、利益率が低
くても優良先には販売する。

＜包装用資材卸売＞ 大手紙メーカーの仕入
れ価格が昨年７月に１０％、今年６月に１５％と
１年の間に２回の値上げがあった。値上げ幅
も大きいが販売店への価格転嫁が非常に難し
く、ますます利益の確保が出来なくなってき
た。販売店も厳しく、倒産発生が懸念され
る。

＜食品卸売＞ 毎月のように仕入れ価格が上
昇している。特に油、粉関連など穀物関係が
上昇しているが価格転嫁に時間がかかるた
め、利益減となる。

＜水産物卸売＞ 原油価格の高騰が原材料に
大きく影響している。売価を引き上げる努力
をしているが、量販店では思うようにはいか
ない。今後は販売先を見直す。

＜冷凍食品小売＞ 観光客数の落ち込みは市
内全体に影響を及ぼしている。原料、資材価
格が上昇しているが、売上は消費の低迷、類
似商品の増加によりダウンし、赤字が拡大し
ている。

＜酒小売＞ 売上が増加し、利益率も向上し
ているが、原油価格の高騰により、仕入先か
ら配送費負担を要請され諸経費がかさんでい
る。

＜スーパー＞ タスポの導入により店頭での
たばこ売上が上昇し全体では前年比プラスで
あるが、たばこを除くとマイナスである。

経営のポイント

― １３ ―
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＜自動車小売業＞ 昨年から社員教育に力を
入れている。単発の研修ではなく、半年～１
年かけて月に１～２回の研修を実施してい
る。講師は、社内の役員・幹部社員である

＜自動車小売業＞ 販売後のフォロー（整備
・車検）を徹底し、車両販売以外の分野から
顧客を囲い込み利益を上げる。今後はインタ
ーネットを活用した中古車販売にも力を注
ぐ。

＜生鮮食料品運輸業＞ 水産物の輸送を主と
しているが、近年は温暖化の影響か漁獲量が
非常に悪く、それに比例して輸送量も落ちて
いる。

＜農産品運輸業＞ 規制緩和で同業者が増加
したことにより運賃のダンピング競争に歯止
めがかからず、一方では燃料費の上昇が収益
を圧迫している。同業他社との共同配送など
業務を共有し、車輛の見直しや人員の整理な
どで経費を圧縮している。

＜鉄製品運輸業＞ 主要荷主（電線メーカ
ー、鉄工メーカー）の出荷が振るわない中、
春の引越し受注増、サミット関連通信設備や
機密書類の輸送が増加し売上は微増となっ
た。また人員削減と諸経費の大幅見直しで黒
字に転換しつつある。しかし、燃料費の価格
上昇に対し運賃に転嫁が進まず大きな経営圧
迫要因となっている。

＜生コン運輸業＞ 荷主との運賃値上げ交渉
は進んでない。諸経費特に軽油単価の値上げ
を社内で吸収しているが限界に近い。燃料サ
ーチャージ制を導入して荷主の理解を得た
い。

＜都市ホテル＞ 原価管理と経費の削減に努
めているが、食材や包装資材、灯油価格の上
昇により利益確保は厳しい。６月には駅前に
ホテルがオープンするほか、再来年にもほか
にオープン予定があり、競争は激化する。

＜都市ホテル＞ 婚礼の減少傾向が続いてい
る。他の部門でカバーするのに、かなり苦労
したが外食部門（配達給食）が順調に拡大す
ると、売上、利益ともに増加が見込める。

＜都市ホテル＞ ホテルの建設ラッシュによ
り競争が激化し、宿泊部門の不振が顕著であ
る。宴会、レストラン部門でカバーする方針
である。

＜観光ホテル＞ 函館では投資ファンド会社
によるホテルが乱立している。進出理由は地
価が安い、観光地として有名である、北海道
新幹線が来る、この３点であるが、観光客の
入込みが減少している中で売上低迷が続いて
いる。

＜病院用リネンサプライ業＞ 既存の商圏で
は大幅な売上の増加は見込めず、道東方面に
も商圏を広げる。業界内でも原油価格の高騰
が問題となっており、さらなるコスト削減、
売上単価の見直しが急務である。

経営のポイント

― １４ ―
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はじめに

２００８年６月に公表された北海道の経済概況によると、北海道の景気は、「原油・原材料の高騰

による収益等への影響が強まっており、業況は厳しさが増している」と総括されています。全体

として「概ね横ばいで推移しているものの、一部に弱い動きがみられる」というのが、現在の北

海道の状況です１。具体的には、公共投資は引き続き「低調」に推移しているほか、住宅建設は

「一進一退の動き」、個人消費も「やや弱含み」となっています。民間の設備投資については、

「概ね堅調な動き」にありますが、企業の生産は「横ばいであるものの、一部に弱い動き」がみ

られ、雇用動向も「やや弱い動き」で、有効求人倍率は０．４６倍（全国０．９３倍）と極めて低く、新

規求人数もマイナス５．５％で前年を下回っています。

しかしながら、このような厳しい北海道の経済状況下にもかかわらず、積極的に新商品の開発

に挑戦している中小企業が存在しています。それら企業が新商品・新サービスの強みとして活用

しているのが『地域資源』です。

本稿では、先ず、�その地域資源を活用して新商品・新サービスを開発する中小企業を支援す
ることを目的に、平成１９年度に創設された国の包括的な支援策「中小企業地域資源活用プログラ

ム」を概括し、次に、�その支援策の認定を受けて新商品等の開発を行っている北海道の先進企
業の取り組みを分析、新商品開発の“ヒント”として有用な５つの『地域資源の活用パターン』

を示します。そして、�地域資源を活用した売れる商品づくりのポイントを「地域資源の活用」
及び「国の支援策の活用」の２つの観点から整理し示します。

１．地域資源を活用した新商品・新サービスの開発に対する国の支援

� 地域資源の活用に対する国の支援の枠組み

国（経済産業省）は、平成１９年度に創設された「中小企業地域資源活用プログラム」の一環と

して、中小企業の地域資源を活用した新商品・新サービスの事業化に対する支援を行っていま

す。具体的には、地域資源を活用して、新商品・新サービスの開発等に取り組む中小企業に対し

て、法律に基づく『認定』を与え、それら認定企業に対して図表１に示した補助金、融資、税

制、信用保証などの面で包括的な支援を行っています。国は、この支援策の実施により５年間で

１０００件の新事業を創出し、地域経済の活性化を図ることを目指しています。

『地域資源』とは、新商品等の開発において「強み」となり得る地域の「農林水産物」、「産業

技術」、「観光資源」の３つの類型に分類される資源のことで、都道府県が地域ごとに地域資源を

指定しています。平成２０年６月現在、北海道内で指定されている地域資源の数は、農林水産物が

４４４件（全国３，０１０件）、産業技術が１５３件（全国２，２９３件）、観光資源が２１６件（全国４，７５６件）、総

計８１３件（全国１０，０５９件）で、北海道は都道府県別の地域資源数で全国一位となっています。

１北海道経済産業局：最近の管内経済概況，平成２０年６月１２日．

経営のアドバイス

地域資源を活用した中小企業による売れる新商品の開発
～認定企業の事例から学ぶ地域資源の活用のポイント～

伊藤 司中小企業診断士
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経営のアドバイス
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支援策 内容

補助金
地域資源活用売れる商品づくり支援事業（補助率：２／３以内）
試作品開発や展示会出展等に係る費用の一部が補助されます。

融資
政府系金融機関による低利融資制度
設備資金及び長期運転資金を低利で借り入れすることができます。

税制
課税の特例
機械及び装置を取得等した場合、特別償却又は税額控除を選ぶことができます。（一定の要件有り）

信用保証
信用保証の特例
債務保証において別枠設定や限度枠引き上げなどの特例を受けることができます。

図表１：地域資源活用事業計画の認定企業が活用可能な主な支援策

出典 中小企業庁：平成２０年度中小企業施策利用ガイドブック，２００８年４月．

要件 内容

活用する地域資源
（地域資源の指定）

都道府県が公表している基本構想で、活用しようとする地域資源が指定されていること

地域資源の新たな活用
の視点の提示
（新商品等の新規性）

地域資源の特性の活用において、新商品・新サービスの品質、機能、効用が、従来の商品等
と比較して、何らかの新たな発想や工夫が見られること

需要開拓の可能性
（域外市場の開拓）

域外市場への需要開拓の見通しがあること

図表２：地域資源活用事業計画の認定を受けるための主たる要件

出典 地域産業資源活用事業の促進に関する基本方針［告示］，平成１９年７月１３日．

� 地域資源活用事業計画の認定“国のお墨付き”を得るための３つの要件

中小企業が新商品・新サービスの事業化についての国の認定を受けるためには、「地域資源活

用事業計画」を作成して申請しなければなりません。地域資源活用事業計画とは、新商品や新サ

ービスを開発し売れる商品に育てるための事業計画（ビジネスプラン）で、計画認定を受けるた

めにはいくつかの要件をクリアーしなければなりません。そのうち主たる要件は図表２に示した

通りです。

①地域資源の指定

先ず、都道府県が公表している基本構想の中で、活用しようとしている地域資源が指定されて

いる必要があります。上述の通り、平成２０年６月現在、北海道では８１３件の地域資源が指定され

ていますが、地域資源活用事業計画の認定を受けようとする中小企業等の本社工場又は事業所等

が所在する地域で、活用を計画している地域資源が指定されていることが必要となります。例え

ば、札幌市の地域資源としては、農林水産物４種（亜麻、札幌イチゴ、札幌タマネギ、サケ）、

産業技術１種（さっぽろスイーツ）、観光資源２種（サッポロ・シティ・ジャズ、さっぽろライ

ラックまつり）が指定されており、札幌市に本社工場や事業所等の製造拠点が所在している中小

企業等は、これら７種の地域資源を使って地域資源活用事業計画を作成し申請を行うことができ

ます。しかしながら、近隣の市町村であっても、例えば、江別市に所在する中小企業が札幌市の

地域資源を活用することはできません。強みを有する地域資源を活用することができるのは、そ

の地域に所在する中小企業に限るというのが大前提となっています。
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この地域資源は２つの基準に合致したものだけが指定されています。ひとつは【基準１】「地域

の中小企業等が活用する可能性があるとともに、地域資源活用の事業活動が促進される可能性が

あること」、もうひとつは【基準２】「地域資源が顕著な特徴を有しており、そのことが消費者等

に相当程度認識されていること」です。即ち、個々の地域資源によって「強み」は異なります

が、新商品・新サービスの開発のために「強み」となり得る特徴を有する農林水産物、産業技

術、観光資源のみがリストアップされ指定されていることになります。このことは、「強み」と

なり得る地域資源を活用することによって、新商品開発の成功確率を高くすることができること

を意味しています。地域資源の指定の追加は不定期に行われており、指定がされていない場合に

は、市町村の担当課に相談することをお勧めします。

②新商品・新サービスの新規性

次に、認定を受けようとする地域資源活用事業計画の新商品や新サービスには、「新しさ」が

なければなりません。地域資源の活用においては、新商品・新サービスの品質、機能、効用が、

従来のものと比較して、何らかの新たな発想や工夫が見られることが求められています。この

「新しさ」は、単純に新技術の導入といった売り手側の新しさではなく、お客様にとっての品質

や機能、そして、効用面での新しさでなければなりません。上述のとおり、地域資源として指定

されている農林水産物、産業技術、観光資源は、強みとなり得る特徴を有しており、その特徴を

活用して新たな活用の視点による商品・サービスの「強み」を創造し、新たな価値を付加する必

要があるのです。

例えば、札幌市の企業が、地域資源として指定されている「札幌イチゴ」で“イチゴジャム”

を開発しようとしても、お客様にとっての「新しさ」がなければ、支援制度の認定を受けること

はできません。そして、高い確率で“イチゴジャム”は売れる商品とはならないのです。地域資

源の特徴を活用し新しさを商品やサービスに創造・付加して、既に市場に出回っている競合商品

と明確な差別化を図ることが求められているのです。創刊から２０年間にわたって５９０ものヒット

商品を分析している月刊誌が、ヒット商品となるポイントとして言及しているように２、新商品

は「料理と一緒で安い以前においしくなければならず」、加えて「お客様が求める小さな差別化

を実現すること」が重要なのです。

③域外市場の開拓

事業計画の作成においては、需要開拓の可能性についても検討し明示することが求められてい

ます。具体的には、市場ニーズ・市場規模を把握し、ターゲット（標的）とするお客様を特定し

て、新商品・新サービスの売上目標を設定することになります。売上の目標値については、新商

品等の域外に対する販売が増加し、それが会社全体の売上高の５％以上となることが基本的に求

められており（異分野進出の場合は事業として成り立つ程度）、新商品により域外市場の開拓を

行うことが要件となっています。例えば、札幌市内の食品加工業者が地域資源である「札幌タマ

ネギ」を活用し新商品を開発した場合、基本的にその主たる販路は地域資源の指定地域の外、札

２北村森・山下柚実：日経トレンディヒット商品航海記，日本経済新聞出版社，２００７年１１月２１日．
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地域資源
３類型

全国 北海道

認定件数 構成比 認定件数 構成比 全国シェア

農林水産物 １１９ ３８．５％ ２１ ６７．７％ １７．６％

産業技術 １６６ ５３．７％ ８ ２５．８％ ４．８％

観光資源 ２４ ７．８％ ２ ６．５％ ８．３％

計 ３０９ １００％ ３１ １００％ １０．０％

図表３：地域資源活用事業計画の認定状況（平成２０年３月１２日）

出典 中小企業庁：中小企業地域資源活用促進法に基づく地域産業資源活用事業計画の
認定について，平成２０年３月１２日．

幌を除く北海道の市町村あるいは本州地域としなければなりません。地域資源を活用した新商品

をその強みが活かせる地域外に売って、地域の外からのお金“外貨”を稼ぐというのが本支援制

度の考え方です。（詳細は中小機構HP：http : //j-net21.smrj.go.jp/expand/shigen/about/index.htmlを参

照）

２．北海道の先進企業の地域資源活用状況

� 地域資源活用事業計画の認定状況

平成２０年３月１２日時点での北海道の地域資源活用事業計画の認定件数は、図表３に示したよう

に３１件で、北海道の全国シェアは１０．０％となっています。地域資源の３類型ごとの内訳は、農林

水産物の活用が２１件、産業技術の活用が８件、観光資源の活用が２件で、北海道は農林水産物の

活用の割合が全国と比較して１．８倍と多く、産業技術の活用が少ないという傾向がみられます。

� 地域資源活用事業計画の売れる新商品づくりのフレームワーク

ここで、地域資源を活用した売れる商品づくりの基本的な枠組み（フレームワーク）を整理す

ると、図表４に示した通りになります。「地域資源の固有の強み」に「地域資源の特徴を活用した

新たな視点から創造された強み」をかけ合わせることにより、お客様が求める小さな差別化を実

現することが売れる商品づくりの重要な要素になります。『差別化』とは、自社の商品を競合他社

と比較して、“お客様の視点で意味のある違い”を創り出すことです。差別化されていない商品

は、消費者にとって重要な購買決定要因である「価格」によって、熾烈な競争を強いられること

になります。

「地域資源の固有の強み」が極めて強い事例としては、『夕張メロン』を挙げることができま

す。夕張メロンは最高級ブランドとして広く認識されており、例えば、インターネット検索結果

件数でその認識の程度を見ると、上述の「札幌タマネギ」が８５件なのに対して、「夕張メロン」

は、１，９４０千件に達しています。赤い果肉、濃厚な甘さ、芳醇な香り、とろけるような口あた

り、優雅な網目模様、厳しい品質管理などを特徴とする北海道の地域資源・夕張メロンは、数多

くの加工食品等に活用されています。それらの中でも“北海道ギフトNO．１”をキャッチコピー

に、モンドセレクション５年連続最高金賞を受賞し人気を博している夕張メロンゼリーは、夕張

メロンの特徴を活用した新たな視点により創造された商品コンセプト（お客様が魅力を感じる価
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図表４：地域資源活用事業計画の基本フレームワーク（骨格）

地域資源の固有
の強みの活用

新たな活用の視点
による新商品等の
強みの創造

域外市場の開拓× ＋ ＝

〔強みのかけ合わせによる差別化の実現〕

売れる新商品・
新サービス

値）、即ち、「夕張メロンの美味しさを、味、食感、香りに至るまでそのまま愉しむことができる

本物の味」を強みとして、売れる商品の定番となっています。

上述の夕張メロンの事例のように、次項では、国の認定を受けている企業が、どのように地域

資源の特徴を新商品の強みとして活かしているのかについて、新たな活用の視点から分析し、新

商品開発のヒントを探ります。

� 認定企業の地域資源の活用パターン～新商品開発のヒント！

現時点では、既述の通り、北海道の２１の中小企業が地域資源として指定された農林水産物を活

用した新商品開発計画を作成し、国の認定を受けています。このうち特徴的な１３の認定事業の

「事業主体」「活用した地域資源」「開発中の新商品」「商品コンセプト」を整理し、図表６に示しま

した。事業を行っている企業の多くは中小企業の中でも小規模な企業です。それぞれの事業が活

用している地域資源は異なるものの、全ての事業が、地域資源の特徴の強みに加え地域資源の新

たな活用の視点で強みを引き出して、商品コンセプトを創造していることがわかります。

これら１３件の地域資源の活用事例は、地域資源の新たな視点による活用の仕方から、図表５に

示したように、「①アイデア活用型」「②機能性活用型」「③多面的価値創造型」「④新技術適用型」

「⑤ニーズ対応型」の５つの活用パターンに分類することができます。それら活用型の概要は次

の通りです。

①アイデア活用型

アイデア活用型は、斬新な発想と切り口で地域資源の特徴から新商品の強みを引き出している

パターンで、㈱ローヤル（伊達市）と㈲ガッツ（函館市）がこの地域資源の活用型に分類されま

す。例えば、㈱ローヤルは、７０品目を超える多種多様な伊達野菜が地域資源の野菜４種とともに

利用可能であるという地域資源の特徴を活用し、多種多様な野菜の無限の組み合わせの可能性を

コンセプトにして、高級で、季節感があり、健康志向の、安心な野菜スープづくりに取り組んで

います。一方、㈲ガッツは、地域資源のガゴメコンブを活用し、これまでにない「モチモチとし

た食感」「名古屋地方で食べられている鰻料理“ひつまぶし”のように“だし汁”をかけて食感の

変化を楽しめる」等の新しい視点を取り入れ、北海道らしい特産弁当がごめ飯を開発していま

す。

②機能性活用型

機能性活用型は、地域資源の特徴のうち機能性に着目し新商品のコンセプトとしているパター

ンです。『機能性』とは、この場合、体に何らかの良い生理作用を起こす性質、即ち、「病気等の

予防」の働きをする性質です。例えば、エコナクッキングオイル（特定保健用食品）は、体に脂
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肪がつきにくいという機能性を有した食用油としてヒット商品となり、その後、多くの機能性を

有する商品が販売されるようになりました。㈲中札内レディースファーム（中札内村）、㈱スリ

ービー（南幌町）、㈲ランラン・ファーム（清水町）、㈱北海道バイオインダストリー（札幌市）

がこの活用型に分類されます。例えば、㈲中札内レディースファームは、無殺菌牛乳を原料に、

製造過程で一切牛乳を加熱殺菌しない、機能性、食味に優れたヨーグルトの商品化に取り組んで

おり、㈱スリービーは、米ぬか由来のセラミドと比較して、保湿性と抗アトピー性等に優れてい

る「たもぎ茸」由来のセラミドを用いた化粧品の開発を行っています。

③多面的価値創造型

多面的価値創造型は、地域資源の特徴を多面的な切り口で検討し、お客様の求めている基本価

値（基本的な品質）だけではなく、ブランド形成にもつながる便益価値（気分よく購買し使用で

きる価値）、感覚価値（消費者が五感で感じる価値）、観念価値（物語性や歴史性などの概念的な

価値）もコンセプトに取り込み、商品開発を行っているユニークなパターンです。㈲末廣軒（北

斗市）の「マルメロを活用した和洋菓子の開発」がこの活用型に該当します。その商品コンセプ

トは、マルメロの「香りと酸味を活かした」「食感と風味を長期間楽しめる」「シェイクスピアの

『ロミオとジュリエット』にも、婚礼の供物として登場しているように“幸せの実”のお菓子と

してブライダルやお祝い事のプレゼントとして使われ」「健康食材であることをアピールできる」

和洋菓子で、この多面的なコンセプトで差別化の挑戦を行っています。

④新技術適用型

新技術適用型は、地域資源の特徴に特許技術等の新技術を適用し新商品の強みとしている活用

パターンで、㈱陽樹（函館市）、はますい㈱（増毛町）、㈱佐々木総業（厚沢部町）がこの類型に

分類されます。例えば、㈱陽樹は、５年間に及ぶ共同研究の結果、酒造免許が不要で発酵期間を

短縮できる食酢の製法を開発し、香りと旨味、ミネラルバランスに優れ、まろやかで、飲みやす

い特徴を有するガゴメコンブ醸造酢を商品化しています。また、㈱佐々木総業は、地域資源の道

南スギから精油を抽出するために、最先端の亜臨界抽出法を導入し、安全安心で、地域の優良原

料を使った、高品質のエッセンシャルオイルの製造販売の事業化に取り組んでいます。

⑤ニーズ対応型

ニーズ対応型は、地域資源の特徴の活用において、お客様のニーズの対応に重点を置き新商品

の強みを創造するパターンで、㈲十勝野フロマージュ（中札内村）、㈱ヒュース（中札内村）、㈲

富田ファーム（興部町）が、この分類に属します。これら３社の共通コンセプトは『日本人の嗜

好に合った新商品』で、㈲十勝野フロマージュは「ブルーチーズ」、㈱ヒュースは「骨付き生ハ

ム」、㈲富田ファームは「エメンタール及びグリュイエールチーズ」を日本人の嗜好に合った商

品に改良し差別化を図る取り組みを展開しています。
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活用型 特徴 該当する認定企業

① アイデア活用型
地域資源の特徴を斬新な切り口で検討し新商品の強みとするタ
イプ

㈱ローヤル、㈲ガッツ

② 機能性活用型
地域資源の特徴のうち“機能性”に着目し新商品の強みとする
タイプ

㈲レディースファーム、㈱
スリービー、㈲ランラン・
ファーム、㈱北海道バイオ
インダストリー

③ 多面的価値創造型
地域資源の特徴を多面的な切り口で検討し、お客様の求める基
本価値だけではなく、ブランド形成にもつながる便益価値、感
覚価値、観念価値も付加し新商品の強みとしているタイプ

㈲末廣軒

④ 新技術適用型
地域資源の特徴に特許技術等の新技術を適用し新商品の強みと
するタイプ

㈱陽樹、はますい㈱、㈱
佐々木総業

⑤ ニーズ対応型
地域資源の特徴の活用において、お客様のニーズに重点を置い
て新商品の強みを創造するタイプ

㈲十勝野フロマージュ、㈱
ヒュース、㈲富田ファーム

図表５：認定企業の地域資源の活用パターン

これらの５つの活用パターンは、地域資源活用のみならず、一般的に農林水産物を素材として

新商品を開発する際にも、商品コンセプト立案のアイデア出しの『切り口』として活用すること

ができます。また、本稿では、地域資源のうち農林水産物のみを対象として活用パターンを分析

しましたが、産業技術や観光資源を活用した認定事例が増えてくれば、北海道におけるそれら類

型の活用パターンも同様に特定することができるものと思われます。

３．地域資源を活用した売れる商品づくりのポイント

最後に、地域資源を活用した売れる商品づくりのポイントを「�地域資源の活用のポイント」
と「�国の支援策の活用のポイント」の２つに分けて示します。
� 地域資源の活用のポイント

①小さな差別化の実現

地域資源活用の第一のポイントは、小さな差別化を実現するための商品コンセプトを立案し磨

き上げること、“お客様の視点で意味のある違い”を創り出すことです。自社の商品が競合他社

の商品に競い勝ち小売店の陳列棚の一角を確保する際にも、競合他社の商品と一緒に陳列された

棚の中から自社の商品をお客様が選択する際にも、この小さな差別化の有無が極めて重要になり

ます。そして、その差別化の実現のためのひとつの手段が地域資源の活用です。

②ターゲットの明確化

第二のポイントは、ターゲット（標的とするお客様）の明確化です。商品コンセプトを検討す

る際にも、販路の特定を行う際にも、“お客様の顔”が見えなければ、独り善がりの商品となっ

てしまい、売れる商品づくりとはなりません。

③選択と集中

そして、第三のポイントは、選択と集中です。ヒト、モノ、カネといった経営資源に限りのある

中小企業の戦略の定石は選択と集中です。地域資源の活用により「小さな差別化」の強みを持った

新商品開発の分野を選択し、ターゲットを絞って、そこに経営資源を集中させることが重要です。
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�国の支援策の活用のポイント
①ハンズオン支援の活用

国の支援策活用のポイントは、先ず、ハンズオン支援を活用することです。（独）中小企業基盤

整備機構北海道支部には、北海道地域活性化支援事務局（地域資源担当）が配置され、中小企業

等からの相談に対応するほか、事業計画の作成、市場調査、商品企画、販路開拓などに対するき

め細かい支援（ハンズオン支援）を行っています。このハンズオン支援をぜひ活用してくださ

い。お問い合わせ先は文末記載の通りです。

②「スピード重視型開発」と「リスク軽減じっくり型開発」

次のポイントは、「リスク軽減じっくり型開発」であることを認識することです。通常、新商

品の開発は、お客様のニーズを含めた市場環境の変化が極めて速いこと、そして、一日も早く売

上と利益を確保したいことから「スピード重視型開発」となります。しかしながら、国の支援策

を活用した場合には、３～５年間の計画を作り、実施計画の各段階で失敗するリスクを軽減した

形で新商品の開発や販路の開拓が行われることになります。この「リスク軽減じっくり型開発」

の長所及び短所を事業構想の検討段階から十分に認識しておくことが重要です。

③公的支援策の限界の認識

最後のポイントは、「直接的な売上計上を目的とした補助金の活用はできない」など、公的支

援には支援範囲の限界があることです。支援策の内容や範囲などを適切に認識して、地域資源を

活用した新商品・新サービスの開発に取り組む必要があります。

本稿では、地域資源を活用した新商品開発のヒントの提示をメインテーマとして、話題提供を

行いましたが、少しでも読者の皆様の参考にしていただければ幸いです。なお、私の所属する�
北海道中小企業診断士会では、地域資源の活用をはじめとして、中小企業の皆様の経営課題解決

のための経営相談や専門家派遣（無料）を行っておりますので、お気軽にお問い合わせ願いま

す。

＜お問い合わせ先＞：�北海道中小企業診断士会

〒０６０―０００４ 札幌市中央区北４条西６丁目１番地（毎日札幌会館４階）

電話：０１１―２４１―８５５６ FAX：０１１―２３１―１３８８ E-Mail：sindanshikai-hkd@wind.ocn.ne.jp

＜参考情報＞：ハンズオン事務局

�独中小企業基盤整備機構北海道支部 北海道地域活性化支援事務局（地域資源担当）

〒０６０―０８０７ 札幌市北区北７条西２―８―１北ビル２階 電話：０１１―７４７―７７１５ FAX：０１１―７３８―１３７２
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１６年度 １０１．０ ０．１ ９９．１ ３．９ ９９．５ ０．１ ９８．８ ３．６ ９７．５ △１．６ ９４．６ ２．９
１７年度 １００．９ △０．１ １００．７ １．６ １００．４ ０．９ １０１．０ ２．２ ９５．６ △１．９ ９７．０ ２．５
１８年度 １０３．９ ３．０ １０５．３ ４．６ １０４．７ ４．３ １０５．３ ４．３ １０４．４ ９．２ ９８．６ １．６
１９年度 １０４．５ ０．６ １０８．０ ２．６ １０４．４ △０．３ １０８．６ ３．１ １０１．８ △２．５ １００．７ ２．１

１９年１～３月 １０６．３ ３．１ １０５．８ ３．１ １０６．３ ４．０ １０５．９ ２．８ １０３．８ ０．２ １０３．３ １．６
４～６月 １０３．９ １．０ １０６．４ ２．３ １０３．５ △２．０ １０７．０ ２．５ ９７．７ △５．６ １０３．１ １．０
７～９月 １０３．１ ０．０ １０８．２ ２．６ １０２．１ △１．１ １０８．４ ２．８ １００．９ △３．８ １０４．２ ２．４
１０～１２月 １０３．１ △０．５ １０９．２ ３．３ １０３．０ △１．１ １０９．９ ４．４ １０３．１ △２．５ １０５．５ １．３

２０年１～３月 １０７．７ ２．２ １０８．４ ２．３ １０８．７ ３．０ １０９．４ ３．１ １０３．９ ０．１ １０５．５ ２．１
１９年 ５月 １０３．６ １．４ １０６．８ ４．８ １０２．６ △０．７ １０７．２ ４．４ ９９．８ △２．２ １０３．２ １．５

６月 １０３．３ △１．０ １０６．９ １．３ １０１．６ △７．４ １０７．６ ２．１ ９７．７ △５．６ １０３．１ １．０
７月 １０３．３ １．２ １０７．０ ３．１ １００．７ △２．８ １０６．８ ２．９ ９８．１ △５．６ １０３．６ １．８
８月 １０３．１ ０．２ １０９．７ ４．６ １０２．６ △０．１ １１０．１ ４．７ ９８．９ △５．３ １０３．７ ２．１
９月 １０２．８ △１．３ １０７．９ ０．２ １０３．０ △０．５ １０８．４ １．０ １００．９ △３．８ １０４．２ ２．４
１０月 １０２．７ ０．０ １１０．０ ５．３ １０２．９ ０．２ １１０．１ ６．３ １０１．８ △２．６ １０４．９ １．８
１１月 １０３．５ １．０ １０８．４ ３．２ １０２．６ △０．６ １０９．１ ３．５ １０３．４ △０．５ １０５．８ ２．７
１２月 １０３．２ △２．６ １０９．１ １．５ １０３．５ △２．５ １１０．６ ３．３ １０３．１ △２．５ １０５．５ １．３

２０年 １月 １０９．１ ３．３ １０８．５ ２．９ １０８．８ ４．０ １１０．０ ３．９ １０５．４ △２．７ １０５．３ １．９
２月 １０９．１ ５．０ １１０．２ ５．１ １１１．９ ８．０ １１１．３ ５．８ １０３．０ △２．４ １０５．４ ２．３
３月 １０５．０ △１．２ １０６．５ △０．７ １０５．５ △２．２ １０７．０ ０．１ １０３．９ ０．１ １０５．５ ２．１
４月 r１０４．７ ０．７ r１０６．３ １．９ r１０７．０ １．５ r１０８．０ ２．８ r ９９．４ △２．７ r１０４．２ １．０
５月 p１０４．１ △０．４ p１０９．４ １．２ p１０５．６ ２．１ p１１０．３ １．８ p９９．１ △０．７ p１０４．７ １．５

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度、前年同月比は原数値による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
１６年度 １，００６，３２５ △４．８ ２１３，８００ △４．０ ３６１，９０５ △４．８ ８７，８３２ △３．２ ６４４，４１９ △４．８ １２５，９６９ △４．５
１７年度 ９８７，７３３ △３．０ ２１２，５７５ △１．７ ３５０，７４６ △１．８ ８７，５８７ ０．３ ６３６，９８７ △３．７ １２４，９８９ △３．２
１８年度 ９８３，６５６ △１．６ ２１１，７４５ △０．９ ３３０，５１２ △２．６ ８６，１０８ △０．８ ６５３，１４４ △１．１ １２５，６３７ △１．０
１９年度 ９５４，８０５ △２．６ ２１２，５５７ △１．０ ３０９，９４７ △３．５ ８４，２９１ △０．８ ６４４，８５７ △２．１ １２８，２６６ △１．１

１９年１～３月 ２３８，６０８ △１．１ ５１，４７２ △０．４ ７９，２０５ △２．９ ２０，８２３ △０．１ １５９，４０３ △０．２ ３０，６４８ △０．６
４～６月 ２３３，８３９ △１．５ ５１，３２３ △０．６ ７４，０８９ △２．３ ２０，１３２ １．０ １５９，７５０ △１．１ ３１，９１９ △１．６
７～９月 ２２９，６２１ △３．１ ５１，２３３ △２．０ ７３，６８２ △４．２ １９，６７８ △２．３ １５５，９３８ △２．５ ３１，５５５ △１．９
１０～１２月 ２６０，９２７ △２．７ ５７，９６０ △１．０ ８７，４１０ △３．９ ２４，０１９ △１．１ １７３，５１７ △２．２ ３３，９４１ △０．９

２０年１～３月 ２３０，４１９ △２．９ ５２，０４１ △０．３ ７４，７６６ △３．３ ２０，４６２ △０．９ １５５，６５３ △２．８ ３１，５７８ ０．１
１９年 ５月 ７７，４２８ △１．９ １７，０４１ △０．８ ２４，１３２ △２．６ ６，５７３ △０．７ ５３，２９５ △１．６ １０，４６８ △０．９

６月 ７８，０５３ ０．７ １７，３６７ ０．９ ２５，３６２ １．９ ６，９６１ ５．１ ５２，６９１ ０．２ １０，４０６ △１．９
７月 ７９，６２７ △５．２ １８，６１３ △３．８ ２７，０４４ △６．９ ７，９０６ △４．４ ５２，５８３ △４．３ １０，７０７ △３．４
８月 ７６，４５５ △０．９ １６，６９３ △０．１ ２２，５３８ △１．５ ５，７４４ １．１ ５３，９１７ △０．６ １０，９４９ △０．８
９月 ７３，５３９ △３．０ １５，９２７ △２．０ ２４，１０１ △３．７ ６，０２８ △２．７ ４９，４３８ △２．７ ９，８９９ △１．５
１０月 ７７，４１４ △５．２ １７，１６１ △１．７ ２６，３３４ △４．７ ６，８６２ △１．６ ５１，０８０ △５．４ １０，２９９ △１．８
１１月 ７８，３１１ △１．４ １８，１２４ ０．４ ２６，０１１ △２．０ ７，５６５ ０．８ ５２，３００ △１．１ １０，５５９ ０．１
１２月 １０５，２０２ △１．９ ２２，６７５ △１．５ ３５，０６６ △４．６ ９，５９２ △２．２ ７０，１３７ △０．５ １３，０８３ △１．０

２０年 １月 ８０，１９４ △４．８ １８，７９９ △２．０ ２６，２８０ △３．８ ７，３９９ △２．１ ５３，９１４ △５．３ １１，４００ △２．０
２月 ６７，８９０ △２．８ １５，５３９ １．２ ２０，９１４ △３．６ ５，８３３ １．０ ４６，９７６ △２．５ ９，７０６ １．４
３月 ８２，３３５ △１．２ １７，７０３ ０．２ ２７，５７１ △２．６ ７，２３１ △１．２ ５４，７６３ △０．４ １０，４７２ １．３
４月 r ７４，８５６ △５．３ r １６，８１２ △２．２ r ２２，７３５ △５．８ r ６，３８１ △３．４ r ５２，１２１ △５．０ r １０，４３１ △１．５
５月 p ７４，８１７ △４．６ p １６，９４５ △２．１ p ２２，４９１ △５．１ p ６，４０５ △２．５ p ５２，３２６ △４．４ p １０，５４１ △１．８

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２４ ―
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年月

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）１７年＝１００
前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
１６年度 ４２１，０４５ △１．１ ７２，９７３ △０．８ １００．０ ０．３ １００．２ △０．１ １０７．４９ １１，６６９
１７年度 ４１６，６１１ △２．９ ７３，７２４ △２．５ １００．１ ０．２ １００．０ △０．１ １１３．２６ １７，０６０
１８年度 ４１４，９２１ △１．７ ７４，２１１ △２．０ １００．５ ０．２ １００．２ △０．１ １１６．６４ １７，２８８
１９年度 ４０８，２９２ △１．７ ７５，１６１ △１．０ １０１．１ ０．２ １００．６ △０．１ １１４．２０ １２，５２６

１９年１～３月 ９４，６５３ △１．７ １７，５３２ △１．１ １００．０ △０．３ ９９．８ △０．１ １１９．４４ １７，２８８
４～６月 １００，７４９ △１．６ １８，４７３ △１．９ １００．５ △０．２ １００．２ △０．１ １２０．７３ １８，１３８
７～９月 １１０，０３１ △１．７ １９，９０３ △０．１ １００．７ △０．１ １００．４ △０．１ １１７．７８ １６，７８６
１０～１２月 １０３，６８０ △２．２ １８，９８６ △１．０ １０１．６ ０．９ １００．８ ０．５ １１３．１０ １５，３０８

２０年１～３月 ９３，８３２ △１．５ １７，７９８ △０．９ １０１．８ １．８ １００．７ １．０ １０５．２０ １２，５２６
１９年 ５月 ３３，８８１ △２．０ ６，２３８ △０．６ １００．６ △０．１ １００．４ ０．０ １２０．７３ １７，８７６

６月 ３４，７６３ △２．３ ６，２０１ △４．２ １００．６ △０．２ １００．２ △０．２ １２２．６２ １８，１３８
７月 ３６，９６８ ０．９ ６，６５２ △０．２ １００．３ △０．１ １００．１ ０．０ １２１．５９ １７，２４９
８月 ３８，７０８ △２．６ ６，９５２ △０．２ １００．８ △０．１ １００．６ △０．２ １１６．７２ １６，５６９
９月 ３４，３５５ △３．２ ６，２９９ ０．０ １００．９ △０．２ １００．６ △０．２ １１５．０２ １６，７８６
１０月 ３５，０３０ △１．４ ６，３１９ △１．２ １０１．３ ０．４ １００．９ ０．３ １１５．７４ １６，７３８
１１月 ３２，８４３ △２．４ ６，０８９ △０．６ １０１．３ ０．８ １００．７ ０．６ １１１．２１ １５，６８１
１２月 ３５，８０７ △２．８ ６，５７８ △１．３ １０２．１ １．４ １００．９ ０．７ １１２．３４ １５，３０８

２０年 １月 ３１，２１４ △２．６ ５，８４１ △１．６ １０１．９ １．４ １００．７ ０．７ １０７．６６ １３，５９２
２月 ３０，００８ △０．９ ５，６５５ △０．５ １０１．５ １．８ １００．５ １．０ １０７．１６ １３，６０３
３月 ３２，６１０ △１．１ ６，３０１ △０．６ １０２．１ ２．３ １０１．０ １．２ １００．７９ １２，５２６
４月 ３２，０３４ △０．２ ６，１１８ △０．２ １０１．７ １．５ １００．９ ０．８ １０２．４９ １３，８５０
５月 ３６，７６３ ８．５ ６，５５３ ３．５ １０２．９ ２．３ １０１．７ １．３ １０４．１４ １４，３３９

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年同月比は既存店ベースによる。■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
１６年度 １８９，５１９ △１．９ ５１，５３５ △１．３ ９０，０６６ △２．１ ４７，９１８ △２．３ ４，７４９，３４２ ０．３
１７年度 １８７，１４５ △１．３ ４６，１５３ △１０．４ ９０，６２４ ０．６ ５０，３６８ ５．１ ４，７５５，３６９ ０．１
１８年度 １７６，３００ △５．８ ４３，７８０ △５．１ ７７，３９８ △１４．６ ５５，１２２ ９．４ ４，５５７，３３０ △４．２
１９年度 １６９，１４９ △４．１ ４９，１２７ １２．２ ７０，８７０ △８．４ ４９，１５２ △１０．８ ４，３９０，３４４ △３．７

１９年１～３月 ５０，６７８ △８．６ １３，３２９ ２．０ ２１，５０７ △２０．４ １５，８４２ ３．０ １，３７２，６８９ △５．８
４～６月 ４３，５２８ △４．７ １１，１１３ ３．２ １９，０６６ △８．１ １３，３４９ △５．７ ９７０，３２４ △６．８
７～９月 ４１，０３４ △７．６ １２，７８０ ２２．０ １６，８３３ △１６．７ １１，４２１ △１６．７ １，０５１，５６９ △５．９
１０～１２月 ３４，６８２ △２．５ １０，９１６ １８．５ １４，０５８ △５．９ ９，７０８ △１５．０ １，００５，７１７ △１．９

２０年１～３月 ４９，９０５ △１．５ １４，３１８ ７．４ ２０，９１３ △２．８ １４，６７４ △７．４ １，３６２，７３４ △０．７
１９年 ５月 １３，４８５ △６．０ ３，４２０ ０．１ ５，５９２ △１１．７ ４，４７３ △２．５ ３０７，０７７ △４．８

６月 １５，５７５ △２．０ ３，９７３ ４．９ ７，２２１ ０．８ ４，３８１ △１１．３ ３７３，１８５ △８．０
７月 １５，１９１ △８．２ ４，３５１ １３．３ ６，９０９ △１３．７ ３，９３１ △１６．４ ３５８，０１９ △９．７
８月 １０，６０７ △６．３ ３，３２２ ２１．０ ４，２４１ △１７．３ ３，０４４ △１１．７ ２７７，５５７ △２．１
９月 １５，２３６ △７．７ ５，１０７ ３１．４ ５，６８３ △１９．７ ４，４４６ △１９．９ ４１５，９９３ △５．０
１０月 １２，６１９ １．２ ３，９８４ ３４．５ ５，００８ △９．８ ３，６２７ △８．２ ３３５，８８６ １．１
１１月 １２，６１５ △１．２ ３，９９３ １８．３ ５，４５９ ３．０ ３，１６３ △２２．８ ３６４，４８９ ０．６
１２月 ９，４４８ △８．５ ２，９３９ ２．２ ３，５９１ △１２．２ ２，９１８ △１３．３ ３０５，３４２ △７．７

２０年 １月 ９，７４４ △０．３ ２，６６７ △０．３ ４，０６８ １．４ ３，００９ △２．５ ３２０，０８４ ３．８
２月 １３，７７０ ３．８ ３，７７８ １０．０ ５，７５１ ２．７ ４，２４１ ０．１ ４２８，９８６ １．０
３月 ２６，３９１ △４．５ ７，８７３ ９．０ １１，０９４ △６．７ ７，４２４ △１２．９ ６１３，６６４ △４．０
４月 １４，８８５ ２．９ ３，９３５ ５．８ ６，９６１ １１．３ ３，９８９ △１１．３ ３０５，８４７ ５．４
５月 １２，２７７ △９．０ ３，２４９ △５．０ ４，９７２ △１１．１ ４，０５６ △９．３ ２９６，０８２ △３．６

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― ２５ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１４５／本文／０２４～０２７　主要経済指標  2008.07.16 14.15.43  Page 25



年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

１６年度 ４８，１４８ △５．１ １１，９３０ １．７ １，１２２，１３８ △７．０ １３７，３５４ △１１．１ １１８，２９２ ６．５
１７年度 ５３，０４８ １０．２ １２，４９４ ４．７ １，０６８，８５８ △４．７ １２９，６２２ △５．６ １２４，８９７ ５．６
１８年度 ４９，９４６ △５．８ １２，８５２ ２．９ ９６１，１２２ △１０．１ １２２，８３８ △５．２ １２７，４１３ ２．０
１９年度 ４２，３９７ △１５．１ １０，３５６ △１９．４ ８８３，６４４ △８．１ １１７，８１８ △４．１ １２３，６４０ △３．０

１９年１～３月 ６，６１８ △１５．７ ２，７９１ △１．８ １４１，０４０ １２．３ ２７，７３８ ７．７ ３３，１８５ △３．３
４～６月 １５，９９１ １１．０ ３，２５５ △２．６ ３３１，７５９ △１２．０ ３１，０４０ △０．７ ２９，７２１ △１０．８
７～９月 ８，９４６ △３８．８ ２，０７８ △３７．１ ２８８，７０７ △１０．６ ３１，６８０ △７．３ ３０，５６６ △１．４
１０～１２月 １０，３８６ △２７．４ ２，４８４ △２７．３ １４４，５３５ ２０．３ ２８，８１０ △２．９ ２９，８９３ ０．０

２０年１～３月 ７，０７４ ６．９ ２，５３９ △９．０ １１８，６４３ △１５．９ ２６，２８７ △５．２ ３３，４５９ ０．８
１９年 ５月 ３，３３４ △３２．４ ９７１ △１０．７ ８３，７８５ △１３．５ ８，４９０ △０．４ ９，４４９ △３．１

６月 ６，８２１ ３２．８ １，２１１ ６．０ １０５，９３７ △１７．４ １０，９８２ △２．９ １０，９６３ △１７．９
７月 ３，８８３ △２８．８ ８１７ △２３．４ １２２，８９３ ４．６ １０，７２３ △４．０ ９，５０５ ８．０
８月 ２，３５３ △４７．５ ６３１ △４３．３ ９２，１２７ △１９．７ ９，８４２ △５．１ ８，９２１ △２．６
９月 ２，７１０ △４２．２ ６３０ △４４．０ ７３，６８７ △１８．８ １１，１１６ △１２．１ １２，１４０ △７．０
１０月 ３，４６７ △３５．６ ７６９ △３５．０ ７３，０２７ １４．２ １１，７４２ △３．２ ８，９０３ ３．３
１１月 ３，８６０ △１４．７ ８４３ △２７．０ ４０，０８２ １３．３ ８，６８５ △４．３ １０，０３９ ０．９
１２月 ３，０５９ △３０．２ ８７２ △１９．２ ３１，４２６ ５０．８ ８，３８４ △１．１ １０，９５１ △３．３

２０年 １月 ２，１０３ １９．２ ８７０ △５．７ １４，９８７ １４．０ ５，９０７ △３．５ ９，４８９ １１．４
２月 １，６５９ △２１．９ ８３０ △５．０ ９，８１４ △７．５ ６，５３５ １３．１ ９，９０３ ２．４
３月 ３，３１２ ２１．３ ８４０ △１５．６ ９３，８４２ △２０．０ １３，８４５ △１２．６ １４，０６７ △６．２
４月 ３，５９１ △３８．５ ９７９ △８．７ １２４，７９２ △１２．１ １１，０２５ △４．７ ９，３５３ ０．５
５月 ４，０２７ ２０．８ ９０８ △６．５ ７４，８０３ △１０．７ ７，６７５ △９．６ ９，９２９ ５．１

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証� 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％） 倍

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

１６年度 １２，７８１ △２．４ ０．５０ ０．８３ ５．７ ４．６ ５７７ △７．７ １３，１８６ △１４．７
１７年度 １２，７０５ △０．６ ０．５３ ０．９４ ５．３ ４．４ ５５５ △３．８ １３，１７０ △０．１
１８年度 １３，０８２ ３．０ ０．５３ １．０２ ５．４ ４．１ ５４６ △１．６ １３，３３７ １．３
１９年度 １２，８０４ △２．１ ０．５１ ０．９７ ５．２ ３．８ ６１０ １１．７ １４，３６６ ７．７

１９年１～３月 ２，７８４ ２．４ ０．５４ １．０８ ５．５ ４．１ １５９ １１．２ ３，４４０ ２．７
４～６月 ３，００３ △２．６ ０．４８ ０．９３ ５．３ ３．８ １７２ ２０．３ ３，６１６ １０．２
７～９月 ４，０２８ △１．９ ０．５２ ０．９８ ４．７ ３．７ １３８ ２３．２ ３，４６５ ６．６
１０～１２月 ３，０３２ △２．４ ０．５２ １．００ ５．０ ３．７ １３２ ０．０ ３，５７０ ６．１

２０年１～３月 ２，７４１ △１．５ ０．５２ ０．９９ ５．６ ４．０ １６８ ５．７ ３，７１５ ８．０
１９年 ５月 １，０２６ △６．９ ０．４８ ０．９２ ５．３ ３．８ ７４ １００．０ １，３１０ ２１．０

６月 １，１５８ △０．１ ０．４９ ０．９２ ↓ ３．６ ５１ １０．９ １，１８５ ６．７
７月 １，２２５ △４．４ ０．５０ ０．９５ ↑ ３．５ ５２ ２０．９ １，２１５ １５．６
８月 １，５０５ △１．０ ０．５２ ０．９８ ４．７ ３．７ ５０ ６１．３ １，２０３ ２．９
９月 １，２９９ △０．７ ０．５５ １．０１ ↓ ４．０ ３６ △５．３ １，０４７ ４．３
１０月 １，１４０ △８．３ ０．５５ １．００ ↑ ４．０ ４７ △９．６ １，２６０ ８．１
１１月 ９４１ ０．１ ０．５２ １．００ ５．０ ３．７ ５０ ２８．２ １，２１３ １１．２
１２月 ９５１ ２．８ ０．４９ １．００ ↓ ３．５ ３５ △１４．６ １，０９７ △１．０

２０年 １月 ８３８ ０．０ ０．５１ １．００ ↑ ３．９ ５０ ３１．５ １，１７４ ７．６
２月 ９０７ △２．０ ０．５３ １．００ ５．６ ４．１ ５４ １０．２ １，１９４ ８．３
３月 ９９５ △２．４ ０．５２ ０．９６ ↓ ４．１ ６４ △１１．１ １，３４７ ８．０
４月 ８０８ △１．５ ０．４６ ０．８６ － ４．１ ７４ ５７．４ １，２１５ ８．４
５月 １，０２７ ０．２ ０．４３ ０．８１ － ４．０ ６０ △１８．９ １，２９０ △１．５

資料 北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度および四半期の
数値は月平均値。

■北海道の年度は暦年
値。

主要経済指標（３）

― ２６ ―
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１６年度 ２４３，９０７ １２．５ ６１７，１９４ １０．１ ７９８，３７８ １９．０ ５０３，８５８ １２．３
１７年度 ２６３，５９８ ９．８ ６８２，９０２ １０．６ ９６５，１４５ ２９．０ ６０５，１１３ ２０．１
１８年度 ３２４，５７８ ２３．１ ７７４，６０６ １３．４ １，２６３，７８１ ３０．９ ６８４，４７３ １３．１
１９年度 ３８１，４７３ １７．５ ８５１，１６０ ９．９ １，３８６，３４２ ９．７ ７４９，０３８ ９．４

１９年１～３月 ８１，３６６ ２４．０ １９８，８１７ １２．５ ２９７，２９４ ４．４ １７３，１５８ ６．８
４～６月 ９３，５５５ ２８．８ ２０４，８７４ １３．２ ２８３，６６４ △１４．８ １７９，４２８ ９．８
７～９月 ８９，０１９ １０．２ ２１３，５３３ １０．７ ３２０，３７１ ２．０ １８３，１９０ ６．３
１０～１２月 ９９，５３３ １０．８ ２２２，０９０ １０．０ ３８６，９１８ ２０．８ １９５，５８３ １１．４

２０年１～３月 ９９，３６６ ２２．１ ２１０，６６３ ６．０ ３９５，３８９ ３３．０ １９０，８３７ １０．２
１９年 ５月 ２９，６０９ ３０．９ ６５，６７８ １５．２ １１４，６９８ △４．２ ６１，７２３ １５．４

６月 ３１，２８１ ２４．５ ７２，８６０ １６．２ ６７，１１９ △３９．６ ６０，４０１ １０．４
７月 ３０，４０５ １５．２ ７０，６３１ １１．７ ９７，０２４ ８．８ ６３，８１１ １６．７
８月 ３０，１２８ ７．２ ７０，３４７ １４．６ １０８，２２６ △４．２ ６２，９１０ ５．８
９月 ２８，４８６ ８．５ ７２，５５５ ６．３ １１５，１２１ ２．８ ５６，４６８ △３．０
１０月 ３５，０３９ △８．６ ７５，０６５ １３．８ １１５，７２８ １２．９ ６５，０７０ ８．７
１１月 ３２，８２１ ３４．７ ７２，６８６ ９．６ １３９，４６６ ３０．５ ６４，８４２ １３．３
１２月 ３１，６７３ １６．８ ７４，３４０ ６．８ １３１，７２４ １８．９ ６５，６７０ １２．３

２０年 １月 ２７，２０６ １２．８ ６４，０８４ ７．７ １２９，７７５ １４．４ ６４，９８１ ９．２
２月 ３５，５８３ ３０．４ ６９，７５４ ８．７ １３１，１８２ ７０．７ ６０，１２０ １０．２
３月 ３６，５７７ ２２．１ ７６，８２５ ２．３ １３４，４３２ ２５．６ ６５，７３６ １１．２
４月 r ３５，４０１ ８．４ r ６８，９１４ ３．９ r １３３，０９８ ３０．７ r ６４，１６２ １２．０
５月 p ３５，０６７ １８．４ p ６８，０９５ ３．７ p１７９，２６１ ５６．３ p ６４，４３９ ４．４

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貯金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１６年度 １２４，１５０ ２．３ ５，２２６，７５２ １．３ ８６，２２３ △０．６ ３，８９４，３９０ △３．０
１７年度 １２３，１６０ △０．８ ５，３００，８９８ １．４ ８８，８４１ ３．０ ３，９５５，８１６ １．６
１８年度 １２５，４１３ １．８ ５，３５９，４５３ １．１ ８８，２７０ △０．６ ３，９９２，０９４ ０．９
１９年度 １２７，３４２ １．５ ５，５０２，１３７ ２．７ ８８，９６６ ０．８ ４，０４８，８９４ １．４

１９年１～３月 １２５，４１３ １．８ ５，３５９，４５３ １．１ ８８，２７０ △０．６ ３，９９２，０９４ ０．９
４～６月 １２６，２５８ １．９ ５，３８５，４８４ ２．０ ８６，６７２ ０．０ ３，９６１，５１６ ０．８
７～９月 １２５，８９６ １．７ ５，３７０，４８８ ２．２ ８７，４４６ △１．１ ３，９９１，６３９ ０．７
１０～１２月 １２７，８４５ １．９ ５，４２５，０７６ ３．０ ８８，３８３ △０．３ ４，０４４，０５２ １．０

２０年１～３月 １２７，３４２ １．５ ５，５０２，１３７ ２．７ ８８，９６６ ０．８ ４，０４８，８９４ １．４
１９年 ５月 １２５，１１０ １．５ ５，４１５，０２６ １．９ ８７，５７５ ０．０ ３，９４１，８８９ ０．６

６月 １２６，２５８ １．９ ５，３８５，４８４ ２．０ ８６，６７２ ０．０ ３，９６１，５１６ ０．８
７月 １２５，６７４ １．８ ５，３７８，９１８ ２．８ ８６，８０８ △１．０ ３，９５２，０４５ ０．３
８月 １２５，３６９ １．８ ５，３５３，１３３ ２．３ ８６，７８７ △１．２ ３，９６３，２７６ ０．８
９月 １２５，８９６ １．７ ５，３７０，４８８ ２．２ ８７，４４６ △１．１ ３，９９１，６３９ ０．７
１０月 １２５，１３６ １．８ ５，３５５，３２６ ２．７ ８８，１１１ ０．７ ３，９５５，５３９ ０．７
１１月 １２５，８４１ １．８ ５，４２８，６８７ ３．０ ８７，３４１ △０．７ ３，９６８，２６８ ０．４
１２月 １２７，８４５ １．９ ５，４２５，０７６ ３．０ ８８，３８３ △０．３ ４，０４４，０５２ １．０

２０年 １月 １２５，５００ １．８ ５，４２０，９４７ ３．０ ８７，３７５ △０．４ ４，００８，５７８ １．０
２月 １２５，６１６ １．７ ５，４３６，３１５ ３．０ ８７，４２４ △０．４ ４，０１４，３９３ １．４
３月 １２７，３４２ １．５ ５，５０２，１３７ ２．７ ８８，９６６ ０．８ ４，０４８，８９４ １．４
４月 １２９，００３ １．６ ５，５０９，７２９ ２．２ ９０，２４４ １．３ ４，０１４，５６２ １．３
５月 １２８，２５５ ２．５ ５，４９９，１５１ １．６ ８９，１６０ １．８ ４，０２５，３３５ ２．１

資料 日本銀行

主要経済指標（４）

― ２７ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１４５／本文／０２４～０２７　主要経済指標  2008.07.16 14.15.43  Page 27
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●道内経済の動き�

●道内企業の経営動向 （平成20年4～6月期実績、平成20年7～9月期見通し）�

●地域資源を活用した中小企業による売れる新商品の開発�
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